


















費用対効果の面から， Iエビデンスに基づく政策 CEvidence-basedPolicy) Jゃ













































































「ピューリタン期 (PuritanPeriod) J， r保護期 (RefugePeriod) J， r少年裁判所
期 OuvenileCourt Period) J， r少年の権利期 OuvenileRights Period) J及び
















は， 1899年のイリノイ州少年裁判所法(IllinoisJ uvenile Court Act)の成立に
エビデンス・ ベイスト思潮にみられる教育学的意義と課題に関する試論 317 
よるシカゴ少年裁判所の創設に代表される少年のための成人と分離した法シ
ステムの構築が代表的な特色である O 同少年裁判所法は，国親思想、 (parens
patriae)に基づき，非行あるいは放任された要扶助少年を保護し処遇する上
で裁判官に広い裁量権を認めるものであり， I子どもの最上の利益 (thebest 























































べイスト・メディシン (Evidence-based Medicine : EBM)の思潮を受け，無
エビデンス・べイスト思潮にみられる教育学的意義と課題に関する試論 319 
作為化比較実験16やメタ・アナリシスの技法を活用したエビデンス重視の刑
事政策が展開されていく 170 2002年に，シャーマン CSherman，1. WJやファ
ーリントン CFarrington，D. PJ，ウェルシュ CWelsh，B. CJ，マッケンジー
CMacKenzie， D. LJ といった米英の犯罪学者による『エビデンスに基づく犯




Cthe Maryland Scientific Methods Scale : SMS) Jに基づいて評価，検証したも
のであるが，もとは1996年に，米国連邦議会の委託により，シャーマンを代
表とした犯罪予防プログラムの評価，検証に関する包括的な研究が実施さ
れ， 1997年に刊行された研究報告書である“Preventing Crime: What 
















































































では，YLSI (y outh Level of Service Inventory)や CAFAS(Child and Adoles-







Behavioral Therapy) jや「マルチシステミック療法 (MultisystemicTherapy : 
MST) j， r被害者・加害者調停 (Victim-OffenderMediation) j， rラップアラウ









祉省の物質乱用・精神衛生サービス局 (SubstanceAbuse & Mental Health Ser-
vices Administration: SAMHSA)が管轄している NREPP(National Registry 















































































































変化を見せている O まず，方法上の変化としては， 1993年の少年院の長期処






















































































































































神医学の知見の進展により， r自尊感情 (self-esteem) Jや「自己効力 (self-
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